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第１ 監査の概要 

 

１ 監査の目的 

財政援助団体等監査は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項

の規定に基づき、都が補助金等を交付している団体について、その事業が、補助等の

目的に沿って適正かつ効果的に行われているかなどについて実施する監査である。 

監査の対象となる団体は、①補助金等交付団体（補助金、交付金、負担金、貸付金

等の財政的援助を行っている団体）、②出資団体（資本金、基本金等の４分の１以上を

出資している団体）、③公の施設の管理受託団体である。 

また併せて、地方自治法第１９９条第１項及び第５項の規定に基づき、団体に対す

る所管局の指導監督が適切に行われているかについて監査を実施する。 

 

２ 監査実施団体 

今回監査を実施した団体は、表１のとおり、補助金等交付団体１３４団体、出資団体

１３団体（うち２団体は公の施設の管理を受託している。）及び公の施設の管理受託団

体８団体である。 

（表３及び「第５ 団体索引」参照） 

 

（表１）監査実施団体内訳 

区  分 監査対象団体数 監査実施団体数 実施率（％）

補 助 金 等 交 付 団 体 ２，６２５ １３４ ５ 

出 資 団 体 ５１ １３ ２５ 

公の施設の管理受託団体 
２５ 

(４２) 

８ 

（１０） 

 ３２ 

（２４） 

合  計 ２，７０１  １５５    ６ 

（注）（ ）書きは、補助金等交付団体及び出資団体との重複分を含めた団体数及び実施率である。 

 

３ 監査期間 

   平成１８年８月２８日から平成１９年１月１７日まで 

（ただし、八丈町、八丈町商工会、八丈島漁業協同組合及び八丈島空港ターミナル

ビル株式会社は、平成１８年６月に実施） 
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４ 監査対象範囲 

   原則として、平成１６年度及び平成１７年度の事業を対象に実施した。 

 

５ 監査の観点 

監査の主な観点は、表２のとおりである。 

 

（表２）主な観点 

区 分 団   体 所 管 局 

補 助 金 等 

交 付 団 体 

・補助事業等は目的に沿って適正か

つ効果的に執行されているか。 

・補助金等に係る会計経理及び工

事は適正に行われているか。 

・補助事業等に関する指導監督は

適切に行われているか。 

・補助金等交付の手続及び時期は

適切か。 

出 資 団 体 

・団体は出資目的に沿って適切に

運営されているか。 

・事業は費用対効果に配慮して適

切に執行されているか。 

・会計経理及び工事・財産の管理

は適正に行われているか。 

・団体が直面する経営課題や今後

の事業へのリスク要因を適切に

把握しているか。 

・財務事務に関する内部統制は適

切に機能しているか。 

・団体に対する指導監督は適切に

行われているか。 

 

公の施設の 

管理受託団体 

・公の施設の管理は目的に沿って適

正かつ効率的に行われているか。

・委託料に係る会計経理は適正に

行われているか。 

・公の施設の管理に関する指導監

督は適切に行われているか。 

・委託料の額及び支払時期は適切

か。 

 

 

６ 監査結果の大要 

 （１）総括 

今回の監査の結果、事業の見直しを行うべきものや事務処理を是正・改善すべき

事項が認められたので、１８団体及び４局に対し、表３のとおり、合計で３２件の

指摘及び５件の意見・要望を行った。 

上記指摘事項及び意見・要望事項を除き、補助等の対象となった事業、出資団体

の事業及び公の施設の管理受託団体の受託事業は、その目的に沿っておおむね適切

に行われている。 
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（表３）監査実施団体及び指摘事項等の件数 

指 摘 事 項 
区    分 

団体 局 共通 計 

意見・要望

事項 

八丈町   

八丈町商工会   

八丈島漁業協同組合   

学校法人７０団体 1 3 4 

財団法人東京都体育協会 2  2 

財団法人東京都私学財団ほか１団体   

警視庁互助組合   

財団法人自警会   

社団法人日本バレエ協会   

社会福祉法人互恵会ほか５３団体 2 3 5 1

学校法人順天堂 1 1 

財団法人東京都農林水産振興財団 2  2 

 
 
 
 

補
助
金
等
交
付
団
体 

補助金等交付団体計（１３４団体） 7 7 14 1

八丈島空港ターミナルビル株式会社 1  1 

東京トラフィック開発株式会社   

株式会社はとバス   

東京食肉市場株式会社   

財団法人東京都福利厚生事業団   

東京都地下鉄建設株式会社 1  1 

社会福祉法人東京都社会福祉事業団(*) 2 2 

財団法人東京防災指導協会   

財団法人東京港埠頭公社(*) 2  2 1

財団法人東京都新都市建設公社 2  2 1

株式会社建設資源広域利用センター 1  1 

多摩都市モノレール株式会社   1

株式会社東京スタジアム 1  1 

出 

資 

団 

体 

出 資 団 体 計（１３団体） 8 2 10 3

財団法人東京動物園協会 2  2 1

社団法人東京都障害者スポーツ協会ほか６団体 1 1 2 

社会福祉法人東京都社会福祉事業団 1 3 4 

財団法人東京港埠頭公社   

 

公
の
施
設
の 

 

管
理
受
託
団
体 

公の施設の管理受託団体計（１０団体） 1 3 4 8 1

合   計 9 10 13 32 5

（注）１ 指摘事項…是正・改善を求めるもの  意見・要望事項…改善について検討を求めるもの 

（注）２ (*)を付した団体は公の施設の管理受託団体と重複する団体である。 
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（２）補助金等交付団体の監査結果 

補助金等交付団体に行った指摘は、表４のとおり、事務処理の是正・改善を求め

たもの、補助金の返還を求めるべきものなど、合計１４件である。また、意見・要

望は１件である。 

 

（表４）補助金等交付団体への指摘及び意見・要望事項一覧 

指 摘 事 項                     １４件 

事務処理の是正・改善を求めたもの              ６件 

掲 載 

ページ 

情報化推進補助の補助金算出方法について見直しをすべきもの  【生活文化局】 26 

補助対象事業の手続を適正に行うべきもの 【財団法人東京都体育協会、教育庁】 36 

補助金交付に係る審査を適切に行うべきもの          【福祉保健局】 83 

補助金交付に係る審査を適切に行うべきもの          【福祉保健局】 84 

補助金交付に係る申請等を適切に行うべきもの【社会福祉法人福音会、福祉保健局】 87 

 

公有財産台帳の作成を適正に行うべきもの          【産業労働局】 122 

補助金の返還を求めたもの                  ７件  

経常費補助金の返還を求めるべきもの   【学校法人江戸川学園、生活文化局】 27 

国際化推進補助に係る補助金の返還を求めるべきもの 

【学校法人渋谷教育学園、生活文化局】 
27 

４０人学級編制推進補助に係る補助金の返還を求めるべきもの 

【学校法人日本大学第三学園、生活文化局】 
28 

視察員の派遣に要する経費の把握を適正に行うべきもの 

【財団法人東京都体育協会、教育庁】 
36 

補助金を返還すべきもの         【社会福祉法人友興会、福祉保健局】 84 

補助金を返還すべきもの         【社会福祉法人互恵会、福祉保健局】 86 

 

補助金の返還を行うべきもの         【学校法人順天堂、福祉保健局】 113 

その他                           １件  

 給水装置を適正に使用すべきもの                【産業労働局】 122 

意 見 ・ 要 望 事 項                    １件  

 法人に対する指導を適切に行うべきもの            【福祉保健局】 87 
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主な監査結果の要旨は次のとおりである。 

 

 

 

 

私立学校の教育用コンピュータの補助金は、学校が５月１日現在で契約して

いるレンタル・リース物件の契約総額をもとに算出している。このため、年度

途中で契約が終了し、新たに低額で再リース契約を行った場合においては、実

際に学校が支払うリース料を上回って補助している。 

（生活文化局） 

 

 

 

私立学校経常費補助は、１週間に５日以上勤務する教職員の人数に応じて、そ

の人件費の一部を補助するとしている。この補助金を申請する場合には、校長を

含む全教職員の出勤簿を備えておかなければならないにもかかわらず、校長の出

勤簿が備えられておらず、勤務実態が確認できないまま補助金が交付されている。 

（学校法人江戸川学園、生活文化局） 

 

 

 

学校法人への補助金の交付状況を見たところ、認知症高齢者への専門医療に

かかる人件費の補助では、認知症高齢者への専門医療と関わりのない、補助対

象から除外すべき手当が含まれている。また、医療保護入院者に関する報告書

等の件数に応じて交付する補助では、誤った報告書の実績で補助金が交付され

ている。 

（学校法人順天堂、福祉保健局） 

 

○補助金の返還を行うべきもの           【指摘事項】（ｐ．113）

○情報化推進補助の補助金算出方法について見直しをすべきもの 

      【指摘事項】（ｐ．26）

○経常費補助金の返還を求めるべきもの        【指摘事項】（ｐ．27）
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青梅畜産センターでは、牛、豚、にわとりなどの飼育に使用するため、井戸水

の配管を場内に設置している。 

このうち乳牛の搾乳舎の水道管について見たところ、水道法施行令では給水装

置の構造は、水道給水装置以外の水管その他の設備に直接連結されていないこと

と定められているにもかかわらず、水道管と井戸水の配管とが直接連結されてい

る。 

（産業労働局） 

 

（３）出資団体の監査結果 

出資団体に行った指摘は、表５のとおり、事務処理の是正・改善を求めたものな

ど、合計１０件である。また、意見・要望は３件である。 

 

 （表５）出資団体への指摘及び意見・要望事項一覧 

指 摘 事 項                     １０件 

事務処理の是正・改善を求めたもの              ９件 

掲 載 

ページ 

会計処理を適正に行うべきもの     【八丈島空港ターミナルビル株式会社】 134 

財務諸表の作成を適切に行うべきもの      【東京都地下鉄建設株式会社】 208 

診療報酬の請求に係る事務処理手順を適切に行うべきもの 

【社会福祉法人東京都社会福祉事業団、福祉保健局】 
222 

診療報酬の徴収に係る事務処理を適正に行うべきもの 

【社会福祉法人東京都社会福祉事業団、福祉保健局】 
223 

緊急工事の事務手続を適切に行うべきもの 

【財団法人東京港埠頭公社】 
283 

適正に復命書を作成するよう職員を指導すべきもの 【財団法人東京港埠頭公社】 285 

消費税の取扱いを適正に行うべきもの    【財団法人東京都新都市建設公社】 315 

会計処理を適正に行うべきもの     【株式会社建設資源広域利用センター】 333 

 

公有財産台帳への登録を適正に行うべきもの          【都市整備局】 356 

その他                           １件  

 工事カルテの登録を遅滞なく行うよう請負者を適切に指導、監督すべきもの 

 【財団法人東京都新都市建設公社】 
316 

意 見 ・ 要 望 事 項                    ３件  

施工状況を適切に反映した敷網工の積算について検討すべきもの 

【財団法人東京港埠頭公社】 
285 

建築工事における設計・積算基準の設定について検討すべきもの        

【財団法人東京都新都市建設公社】 
316 

 

会社の事業運営について           【多摩都市モノレール株式会社】 343 

○給水装置を適正に使用すべきもの         【指摘事項】（ｐ．122）
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主な監査結果の要旨は次のとおりである。 

 

 

 

 

所定の手続によらず処理することができる緊急工事の事務手続について見た

ところ、次のように適切でないものが認められた。 

① 故障箇所が数ヶ月前から判明しており、通常の契約手続が可能であったに

もかかわらず緊急工事で行っている。 

② 施設の雨漏りを確認しており至急対応すべきであるのに、緊急工事の手続

が大幅に遅れている。 

③ 工事の一部について、公社規程で定めた事後の契約手続が大幅に遅れてい

る。 

                          （財団法人東京港埠頭公社） 

 

 

 

 

工事カルテは、工事における不正行為の防止や適正な施工の確保等の観点か

ら、工事の実績（監理技術者の専任状況等）を工事実績情報システム（ＣＯＲ

ＩＮＳ：コリンズ）に登録するものである。公社は工事請負者に、工事受注時、

変更時、完了時にそれぞれ１０日以内に登録することを義務付けている。 

しかしながら、監査対象案件７０件の工事のうち、半数は期限内に登録され

ておらず、最大６ヶ月以上遅れているものが認められた。 

                        （財団法人東京都新都市建設公社） 

 

○工事カルテの登録を遅滞なく行うよう請負者を適切に指導、監督すべきもの 

                         【指摘事項】（ｐ．316）

○緊急工事の事務手続を適切に行うべきもの 

                         【指摘事項】（ｐ．283）
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（４）公の施設の管理受託団体の監査結果 

表６のとおり、公の施設の管理受託団体に行った指摘は８件、意見・要望は１件

である。 

 

 （表６）公の施設の管理受託団体への指摘及び意見・要望事項一覧 

指 摘 事 項                      ８件 
掲 載 
ページ 

講師謝礼に係る会計処理を適切に行うべきもの 

【社会福祉法人東京都社会福祉事業団】 
221 

物品の取得に係る会計処理を適正に行うべきもの 

【社会福祉法人東京都社会福祉事業団、福祉保健局】 
221 

消費税に係る会計処理を適正に行うべきもの 

【社会福祉法人東京都社会福祉事業団、福祉保健局】 
222 

敷金に係る会計処理を適正に行うべきもの 

【社会福祉法人東京都社会福祉事業団、福祉保健局】 
222 

推進事業に係る事務費の支出基準を明確に規定し、清算を適切に行うべきもの 

【福祉保健局】 
370 

要綱を改正すべきもの   【社団法人東京都障害者スポーツ協会、福祉保健局】 370 

事業にかかる経費を適切に負担すべきもの 【財団法人東京動物園協会、建設局】 391 

 

財産の管理を適正に行うべきもの     【財団法人東京動物園協会、建設局】 392 

意 見 ・ 要 望 事 項                    １件  

 障害者用駐車場の整備の可能性について検討し、適切な対応を進めるべきもの 

 【財団法人東京動物園協会、建設局】 
392 

 

 

主な監査結果の要旨は次のとおりである。 

 

 

 

 

 事業団は、都の委託事業と事業団の自主事業についてそれぞれ特別会計を設

けて経理している。このうち、消費税の会計処理を見たところ、事業団の自主

事業の経費として負担すべき消費税を、誤って都の委託事業の経費としており、

事業団が負担すべき消費税を都からの委託費で支払っている。 

（社会福祉法人東京都社会福祉事業団） 

○消費税に係る会計処理を適正に行うべきもの 

       【指摘事項】（ｐ．222）
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協会は、都の委託事業として、障害者スポーツ団体等への支援事業を実施し

ており、都との協定によれば、この支援事業は、競技スポーツ団体等への支援

を「最も適切な方法により」実施するものとされている。 

しかしながら、協会は、協会に団体登録し、かつ、協会の個人賛助会員等が

所属している団体に助成金の対象団体を限定しており、適切でない。 

（社団法人東京都障害者スポーツ協会、福祉保健局） 

 

 

 

 

東京都福祉のまちづくり条例では、公園・動物園等の駐車場を設ける場合には、

障害者のための駐車スペースを園路に接続しやすい位置に設けるように努めな

ければならないとしている。 

協会が管理している４つの動物園のうち、園専用の障害者用駐車場が設置され

ているのは１園だけである。 

駐車場の設置可能なスペースがある動物園も認められることから、障害者用駐

車場の整備の可能性について検討し、適切な対応を進められたい。 

（財団法人東京動物園協会、建設局） 

 

○要綱を改正すべきもの               【指摘事項】（ｐ．370）

○障害者用駐車場の整備の可能性について検討し、適切な対応を進めるべきもの

【意見・要望事項】（ｐ．392）



 

 

 

第２ 補助金等交付団体別監査結果 
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